
町内会等防犯カメラ設置費補助要綱  

(総則 )  

第１条  町内会及び自治会の防犯カメラの設置に対する補助については、補助

金等交付規則（昭和 47年横須賀市規則第 33号。以下「規則」という。）に規

定するもののほか、この要綱の定めるところによる。  

(補助対象者等 )  

第２条  補助金の交付を受けることができるものは、次条第１項に規定する防

犯カメラを設置する町内会、自治会又は複数の町内会若しくは自治会で組織

する団体（以下「町内会等」という。）とする。  

２  同一の町内会等に対する補助は１年度につき１度限りとする。この場合に

おいて、複数の町内会又は自治会で組織する団体と当該団体を構成する町内

会又は自治会は同一の町内会等とみなす。  

(補助対象経費 )  

第３条  補助の対象となる経費は、別表第１に規定する基準を満たす防犯カメ

ラの設置のために必要な購入費その他の費用とする。ただし、次に掲げるも

のを除く。  

(１ ) 予備の物品の購入費  

(２ ) 地代  

２  前項の規定にかかわらず、既存の防犯カメラを更新する場合は当該カメラ

の設置後５年を経過したものに、既存の専用独立柱を更新する場合は当該柱

の設置後 10年を経過したものに限ることとする。  

３  前２項の規定にかかわらず、維持管理に係る費用については、補助の対象

としない。  

(補助の台数 )  

第４条  次の各号に掲げるものによる申請について補助の対象となる防犯カメ

ラの台数は、当該各号に定める台数を超えることができない。  

(１ ) 町内会又は自治会  ５台  

(２ ) 複数の町内会又は自治会で組織する団体  ５台に当該団体を構成する町

内会及び自治会の数を乗じた台数  

（補助金額）  

第５条  補助金の額は、予算の範囲内において、次に掲げる額のうちいずれか

少ない額とする。この場合において、その額に  1,000円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた額とする。  



(１ ) 補助対象となる経費の 10分の９以内の額  

(２ ) 270,000円（太陽光発電設備を活用し稼働するものにあっては、 300,000

円）に補助の対象となる防犯カメラの台数を乗じて得た額  

（事前相談）   

第６条  補助を受けようとするもの（リース期間が満了した後にリース物件の

所有権が移転するリース契約による防犯カメラの設置（以下「リース設置」

という。）にあっては、当該契約初年度に係る補助を受けようとするもの。

以下同じ。）は、交付申請の前に市長に、防犯カメラの設置場所及び撮影範

囲について、事前相談を行うものとする。  

２  市長は、前項の規定により事前相談を受けた内容について所轄警察署長の

助言を求めるものとする。  

（交付申請）   

第７条  交付申請の際に補助金等交付申請書に添える書類については、規則第

４条第１号に掲げる書類は省略するものとし、同条第３号に規定するその他

参考となる書類は、次に掲げるものとする。ただし、リース設置に係る補助

であり、かつ、市長が特に認める場合は、その一部を省略することができ

る。  

(１ ) 防犯カメラ管理責任者等届出書（第１号様式）  

(２ ) 見積書  

(３ ) 防犯カメラ設置場所の使用権原を証する書類  

(４ ) 町内会等の防犯カメラ設置及び補助金交付申請に関する意思決定を証す

る書類  

(５ ) その他市長が必要と認める書類  

（決定に付する条件）   

第８条  規則第５条第２項第５号に規定するその他必要な事項は、別表第２に

規定する事項とする。  

（工事完了届）  

第９条  町内会等は、設置業者による工事が完了したときは、次の各号に定め

る書類を添付して、工事完了届（第２号様式）を速やかに市長に提出しなけ

ればならない。  

(１ ) 防犯カメラの設置場所の確定図面  

(２ ) しゅん工写真  

(３ ) 契約書の写し  

(４ ) 補助対象の経費に係る請求書の写し  



２  市長は、前項の工事完了届の提出を受けた場合は、現地調査等により完了

検査を行い、当該完了届に係る補助事業等が交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合するかどうかを確認するものとする。  

（補助金の請求）  

第 10条  町内会等は、前条第２項の完了検査により適合していることが確認さ

れた後に、補助金の請求を行うものとする。  

（実績報告 )  

第 11条  規則第 10条に規定する市長の定める書類は、次に掲げるものとする。  

(１ ) 収支決算書  

(２ ) 補助対象の経費であることが明記された領収書の写し  

(３ ) 防犯カメラの管理運用基準  

(財産処分の制限 )  

第 12条  規則第 15条ただし書に規定する市長が定める期間は、防犯カメラにあ

っては当該防犯カメラの設置から５年、専用独立柱にあっては当該専用独立

柱の設置から 10年とする。  

２  前項の規定は、リース設置により取得する場合について準用する。  

（その他の事項）   

第 13条  この要綱の施行に関し必要な事項は、民生局地域支援部長が定める。  

附  則  

この要綱は、平成 20年 10月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成 21年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成 25年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。  

  附  則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。  

 



附  則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

 



別表第１（第３条第１項関係）  

１  設置について  

犯罪予防に有用な防犯カメラの設置の必要性と市民のプライバシーの保

護の要請等との調整を図り、防犯カメラを適切に設置すること。  

２  撮影範囲について  

撮影は、犯罪予防の目的を達成するために必要な範囲に限るものとし、

道路等の公共空間の不特定多数の者を対象とすること。また、特定の個

人又は建物等を監視することがないよう配慮すること。  

 ３  効果的な設置について  

   複数の防犯カメラ（防犯カメラを設置しようとする町内会等以外のもの

が所有し、又は管理するものを含む。）の撮影範囲又は撮影対象が同一と

ならないように配慮すること。  

４  設置の表示について  

撮影範囲内の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている旨を表示す

ること。  

別表第２（第８条関係）  

１  管理運用について  

犯罪予防に有用な防犯カメラの設置の必要性と市民のプライバシーの保

護の要請等との調整を図り、防犯カメラの適切な管理運用を行うこと。  

２  管理体制について  

(１ ) 防犯カメラ管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置き、防犯

カメラの設置、運用及び維持管理を行わせること。  

(２ ) 防犯カメラ取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を置き、管理

責任者の補佐及び防犯カメラ取扱いの管理を行わせること。  

(３ ) 管理責任者又は取扱責任者（以下「管理責任者等」という。）を変更

したときは、速やかに市長に届け出ること。  

３  装置の取扱いについて  

(１ ) 防犯カメラの取扱いは、特定の者が行うこと。  

(２ ) 画像表示装置及び録画装置の設置場所には、管理責任者等の許可を得

た者以外の者の立ち入りを禁止する等の措置を講じること。  

(３ ) その他適正な取扱いに関し必要な措置を講じること。  

４  画像等の取扱いについて  

(１ ) 撮影された画像（以下単に「画像」という。）は、事件等が発生した

おそれのある場合や機器の点検等を行う場合などの必要な場合を除き、



表示させないこと。  

(２ ) 画像の表示は、管理責任者等の許可を得た者が、指定された場所で行

うこと。  

(３ ) 画像のデータ（以下単に「データ」という。）を記録媒体に保存する

場合は、画像の内容を変更する加工を行わないこと。  

(４ ) 画像の印刷及びデータの複写の作成は必要最小限度にとどめ、印刷又

は複写されたものは元の画像又はデータと同様に適正に取り扱うこと。  

(５ ) 画像、データ及びデータを保存した記録媒体（以下「画像等」とい

う。）は、施錠され入退室が管理された事務室に保管するなど厳重に管

理すること。  

(６ ) 画像等の外部への持ち出しは、点検を行う場合などの必要な場合に限

り、管理責任者等の許可を得て行うこと。  

(７ ) 画像等の保存期間は、事件等が発生した恐れのある場合など特段の事

情がある場合を除き、概ね１か月を超えないこと。  

(８ ) 画像等の保存期間が経過したとき又は画像等の必要がなくなったとき

は、当該画像等を裁断、破砕等復元できない方法で廃棄すること。  

(９ ) その他画像等の不正使用、改ざん、滅失、漏えいその他の事故を未然

に防止するための措置など画像等の適正な取扱いに関し必要な措置を講

じること。  

５  目的外利用等について  

(１ ) 次のいずれかに該当する場合を除き、画像等を防犯カメラの設置目的

以外の目的に利用し、又は第三者に提供しないこと。  

ア  画像内の個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第

57号）第２条に規定する個人情報又は死亡した個人に関する情報をい

う。以下同じ。）の本人又は死亡した個人の遺族の同意があるとき。  

イ  画像内に個人情報がないとき。  

ウ  法令等に定めがあるとき。  

エ  個人の生命、身体又は財産の安全を守るため緊急かつやむを得な

いとき。  

(２ ) 画像等を防犯カメラの設置目的以外の目的に利用し、又は第三者に提

供した場合は、その目的、日時、当事者の名前及び画像等の範囲を記録

し、保存すること。  

(３ ) 画像等を第三者に提供した場合は、当該第三者に対し画像等の適正な

取扱い及び安全管理を求めること。  



６  不正利用等の防止について  

画像から知り得た情報を漏えいし、又は不正に利用しないこと。また、

画像等を取り扱う者が画像から知り得た情報を漏えいし、又は不正に利

用しないよう必要な措置を講じること。  

７  苦情処理について  

防犯カメラの設置、運用及び維持管理に関する苦情に対し、迅速かつ誠

実に対応すること。  

８  設置の変更及び廃止について  

防犯カメラの設置場所若しくは撮影範囲を変更し、又は防犯カメラの設

置を廃止しようとするときは、市長に届け出ること。  



第１号様式（第７条第１号関係）  

 

防犯カメラ管理責任者等届出書  

 

                            年  月  日  

  （あて先）横須賀市長  

                団体名  

                    住所  

                代表者  氏名  

                    電話番号  

 

           住    所  

 

           氏    名  

 

           電 話 番 号  

 

           選任年月日  

 

           住    所  

 

           氏    名  

 

           電 話 番 号  

 

           選任年月日  

 

  （事務処理欄）  

 

 

 

 

 

 

 防犯カメラ管理責  

 任者  

 防犯カメラ取扱責  

 任者  



第２号様式（第９条第１項関係）  

工事完了届  

 

                            年  月  日  

  （あて先）横須賀市長  

                団体名  

                    住所  

                代表者  氏名  

                    電話番号  

 

   防犯カメラ設置工事が完了したので、下記のとおり報告する。  

 

記  

 

完了年月日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


